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. はじめに
世紀におけるの進展とともに商取引もグローバル化が加速し, 従来
は特殊・少数とされていた地球規模での取引が, 普通・標準となりつつあ
る｡ そうした商取引の量的増加に比例し紛争も増加し, 国内のものであれば,
主権国家内での同一法体系により国内での解決が比較的容易であるが, 国際
間のものを国際民事訴訟制度で
１
解決する場合, 当該紛争自体の実質的な審議
ではなく, むしろそのための場を設定し運営する規則を決定する法手続面の
問題の方が遥かに大きい｡
２
国際商取引自体が従来は特殊・少数であったため,
訴訟制度における紛争解決は, 個々の事例における具体的事実を勘案し法的
に判断されたり, 一方で法手続的問題を回避するため, 仲裁を中心とする
 (	
	
	

	；訴訟外紛争処理制度) が頻繁に
利用されており, 実際各国においても仲裁法等の制度が体系的に整備されて
いる｡
３
現実に専門家同士の国際商取引の契約書においては, 紛争処理条項と
( )
１ ｢国際民事訴訟法｣ という用語は年にコントウッチにより使用され始めたという (澤木
敬郎・青山善充編 『国際民事訴訟法の理論』 ８頁 (有斐閣, 年))｡ 比較的最近であるため,
商取引が国際間で活発におこなわれたのはここ年程度であることがうかがえる｡
２ 小林秀之 『国際取引紛争(第３版)』 第３章 (弘文堂, 年) 参照｡
３ 例えば, ｢仲裁法｣ 平成年８月１日法律第 号；国際商事仲裁模範法
( !
"	##
$%		, )｡
して, 仲裁 () 合意の例が少なくない｡ 一般に仲裁の訴訟に対
する優位性・利点は複数あり, 例えば専門家である仲裁人, 一審制, 柔軟な
手続, 承認・執行の容易性等が挙げられる｡
４
そのため, 従来の国際商取引紛
争においては, これら優位性の存在ゆえ, 仲裁が選好されてきたというのが
通説である｡
５
一方で, 近年の商取引の量的拡大に伴う紛争の増加, その結果解決手段で
ある仲裁の増加により, 仲裁手続に一定の傾向が見られる｡ ｢商事仲裁の訴
訟手続化｣ 傾向である｡ 通常, 仲裁裁定 (	) は各国の仲裁法や民事訴
訟法において裁判判決 (
	) の効力と同一の効力が認められており, 仲
裁合意が存在し仲裁に付託された場合, 一方が提訴しても却下される｡
６
しか
し近年では, 仲裁に関する手続不備を理由に提訴が受理される例が増加しつ
つあり, そのため, 仲裁においても訴訟と同様, 厳格な手続重視で進行され
る傾向にある｡ 厳格な手続により論理整合性が高まる利点もあるが, 一方で
手続面での厳格化は, 訴訟手続との区別が曖昧となり, 時間や費用面での訴
訟に対する商事仲裁の優位性・利点が危うくなりつつあるといわれる｡
以上のような認識から, 本稿では商取引の標準が国内から国際へと転換し,
さらに加速度的に拡大が予想される世紀において, その紛争解決制度とし
て国際民事訴訟制度に焦点を当て, 国際間における商取引紛争の解決手段と
して, グローバルな訴訟制度の構築は可能であるか否かについて検討する｡
まず現行の民事訴訟制度の利点および問題点について検討し, グローバルに
展開する商取引という観点から, 効率的な制度の再構築について考察する｡
次に国際商事仲裁における利点について再度検討し, 訴訟に対して優位にあ
るといわれる特徴について, 実証調査研究等を踏まえながら, 絶対的に優位
( )
４ 國生一彦 『国際取引紛争に備える』 －頁 (八千代出版, 年)｡
５ ｢国際ビジネス紛争を解決する方法としては古くから, 訴訟に代えて仲裁が広く利用されて
いる｣ (中村達也 『国際ビジネス紛争の解決』 頁 (大学教育出版, 年))｡
６ 高桑昭・道垣内正人編 『国際民事訴訟法 (財産法関係)』 －, －(新・裁判実
務体系３, 青林書院, 年)｡
とされる特徴について導く｡ その後, 商取引紛争に関するグローバルな制度
構築は可能か否かを検討し, 考察を深めていきたい｡ 結論は簡潔には次の通
りである｡
グローバルに統一した訴訟制度を各国の司法制度において構築することは
容易ではなく, たとえ実現したとしても効率的な運営維持の確保は難しい｡
近年のグローバル化で顕著な知的財産権関連, 移転価格税制等, 国際間にま
たがって行われるものについては, 専門的な訴訟制度が必要であるように,
国際間の商取引の拡大が予想される将来において, 訴訟制度を核とした仲
裁制度の利点を採用しつつ具体的な組織構築を検討する段階にあると考えて
いる｡ 国際商取引は従来, 例外・少数であったことから国内取引の延長とし
て現行法制を拡大解釈して解決してきたが, 国際間の取引が主となりつつ
ある現在, 国際商取引における実体法としての法規則は
７
既に  および
	
国際商事契約原則を核として判例も蓄積されつつある現在, そ
れらの適用運用を担う専門部署を各国の訴訟制度に付属した形態で, グロー
バルな基準に統一した組織の構築が必要である｡ その際国際商事仲裁におけ
る特徴の ｢柔軟性｣ ではなく, 厳格な手続きである訴訟制度の活用を検討す
るべきであろう｡ 商取引がグローバルに発展するための安定した法制度基盤
の整備・提供が効率的な商取引活動に大きく寄与することになる｡
. 訴訟制度の検討
１. 各国に共通する問題
効率的な訴訟制度は, 持続的な経済発展にとり不可欠な制度である, とい
う｡
８
現状として各国司法の質は国により大きく異なっており, 専門性が高い
( )
７ 高桑昭 『国際取引における私法統一と国際私法』 －頁 (有斐閣, 年)｡
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国・州がある場合もあるが, 概して問題となるものの共通する要因としては,
司法の独立性の欠如,
９
腐敗,

長期化,

厳格な形式主義等が

あげられる｡ 特に
旧共産諸国と発展途上国にこうした問題が多く, そのため国際間 (
	
) における商取引当事者の％が問題のある法廷地を回避する, と
いう｡

その際の判断基準は３点ある｡

① 汚職の程度 (
)
② 紛争解決の迅速性 (

)
③ 裁判所および判事の質 (

)
不公正な訴司法制度は, 訴訟当事者の個人的損失という問題ではなく, 社
会全体の効率性・厚生を大きく損なうものである｡

また近年の司法と経済の
関係に関する実証調査研究では, 司法制度の質と経済発展の程度との相関関
係が導かれ, 機能的な司法制度 (
) は強い経済
成長に寄与する重要な要因であり,

また事実上司法の独立が一人当たり
 !の成長に大きくプラスに作用している, という｡

( )
９ 例えば, 中国における判事の訓練不足, 腐敗, 行政と司法の一体性による司法の独立性の欠
如等の指摘がある ("#$ %&	
	
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 例えば, ロシアの司法では汚職による不公正な判断が多く, 重要な障壁である, という
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 例えば, インドの法廷では, 過度に時間がかかり遅い, という｡ 66%&3&
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 例えばメキシコでは, 過度に形式主義的であるという (:	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 マクロレベルの実証調査研究では, 主権国家による契約取引の保護が商取引を誘発する, と
いう結論を導いている ( ;?%0 ,%-&(% 			$
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))｡ また特定の契約分野では, 大きく貢献している,
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以上から導かれる結論は, 健全な司法制度の構築は, 商取引発展の社会基
盤として重要かつ不可欠な役割を果たしている, ということであろう｡ それ
では次に, 商取引の観点から訴訟制度について検討したい｡
２. 当事国以外の地域における訴訟 (	
)
商取引の当事者が, 取引が行われる国以外の法廷地において訴訟制度を利
用する際, 大きく二つの問題がある｡

第一に, 管轄に関する裁判所の法解釈・
判断｡

第二に, 物理的距離, 言語, 商慣習の相違, 法的助言の利便性等の現
実的問題｡ まずこれら問題の解決・軽減が, 効率的な訴訟制度構築に寄与す
るか否か (費用対効果の程度) を検討する必要がある｡ その前提として商取
引当事者の判断基準は, 訴訟当事者が効率的な法廷地を選択できるか否か,
さらに契約環境の改善について検討する必要がある｡

これらの前提を確保・整備するためには, 一般的な効果と同様, 提供する
司法サービスに競争制度を導入することにより, 各国に共通する司法制度の
問題解決を促進する可能性が高まる｡

特に時間や時機 (タイミング) が成否
の重要な要因である商取引では, 迅速性, 承認・執行に関する信頼性, 専門
性という質の向上が重要である｡ 商取引のグローバル化の進展による量的拡
大に付随し, 関連する問題の多様化・複雑化から, より一層高度な専門性が
求められつつある｡ ただし専門性の涵養は重層的な経験や蓄積が必要とされ
るため, 成否の見極めには十年単位の時間がかかることになろう｡
次に法廷地選定に関する傾向についてみていきたい｡ 年に実施された
( )
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 高桑昭・道垣内正人編, 前掲注, 頁｡
 	

	 	
		
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司法制度においては, 外国の機能効率的制度と比較検討する重要な契機となり, 商取引という
具体的な利害関係者によりサービスの質が判断されるため, 国内司法制度も客観的に利点欠点
を把握でき, 司法サービスの質的向上に大きく貢献する (	
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
	)｡
アメリカの準拠法と法廷地選定に関する件の実証調査研究に

よると,
準拠法については 州％, 会社法で有名な 	
	州％を選択し,
法廷地については, 契約の％が明記しているのみで, そのうち 州が
％を占め, 準拠法および法廷地の両方において, 商取引における訴訟につ
いて 州が選好されている｡ これは経験が蓄積された専門性が高い州
(国) や多国籍企業が参集している大都会が, 交通や弁護士サービスの利便
制や, 法的安定性等が他より優れているから選択されていることを示してい
るといえるであろう｡
３. 訴訟手続に関する問題
国際間における民事訴訟の手続問題は膨大であるため詳細は省略し,

ここ
では商取引の実務的観点から論じる｡
法廷地選択は一国の主権と大きく関係するため, 国家主権 (		)
や国内政策という観点から検討する必要がある｡ これについて, 国際的な法
廷地選択は幻想である, という主張や,

法廷地選択合意を認める立法化は,
国家主権を暗に侵害することになる, という主張がある｡

また法廷地での弁
護士の選任においても, 外国弁護士の活動や資格等は当該国の国内法や条約
で規定され, 制限を受け, またそうした問題をクリアしても国際的な民事訴
訟に経験をもつ対応可能な弁護士は限られていることが多い｡ また各国の法
制度の相違による事務手続きや, 必要な費用等がコストとして必要とな
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 主たる事項として, 国際裁判管轄権, 国際訴訟競合, 当事者, 送達, 証拠調べ, 執行, 保全,
倒産等がある (高桑昭・道垣内正人編, 前掲注, Ⅰ章)｡
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る｡

更に手続面において, 証人の出廷を依頼する場合, 主権が及ばない地域
に召喚状を出す権限や, 守秘義務に強制力を付与する権限は一般に, 手続的
制限を受ける｡

次に実務的な問題について, 国際間の手続問題を政治外交の手段により解
決・軽減した場合においても, 種々の問題が残存する｡ まずは地理的に遠距
離な点がある｡ ただしこれは商取引をグローバルに展開する源泉でもあり,
また国際商事仲裁でも同様の問題であるため, 特別に大きな訴訟における実
務的問題というわけではない｡ またこの点に関する技術面に限定すれば, 例
えばテレビ電話やネット会議等が実現されている現状からすると, 距離の超
越は技術とそのネットワークの技術的発展から費用面に集約できる｡ そ
のため現段階では費用対効果という観点から, 将来の技術のさらなる発
展により, どの程度そうした通信コストの低減化による実用的な運用に導入
できるか, という実用・運用可能な水準にまで達している｡ ただしこうした
技術的および商学的な運用が可能になったとしても, それらを法手続面で有
効に運用するためには, 当事者認証の方式, 手続法に採用する法改正等の問
題はまだ大きく残されている｡
また言語の問題も大きい｡ これも遠距離と同様, 商事仲裁もほぼ同様の問
題であり, グローバルに展開する場合の付随要因である｡ ただし仲裁では言
語の問題は当事者間で合意があれば, 仲裁廷の所在国の公式言語にかかわら
ず定めることができる｡

訴訟では通常その法廷地の公式言語で行われるため,
( )
 例えば, 弁護士の成功報酬制度 (	
	) について, アメリカでは一般的な制度
であるが, 欧州では基本的に容認されていない傾向にある｡ ただし国によりその許容程度は異
なり, 例えばドイツでは伝統的に容認されておらず, フランスでは勝訴の際には若干の報酬の
上乗せ程度は容認, イギリスでは勝訴の際には当初報酬の２倍額は容認する, 等の傾向がある
という ( 	


())｡
 民事又は商事に関する外国における証拠の収集に関するヘーグ条約 ( !"
#$


 %
&#'	()*
'#
*
*	+*) 第１章 (司
法共助の属託)；, 
'-*	

+,#..())｡ 欧州では, &/加盟国であれば, 当該証人の所在国に立証の
依頼を認める例がある ( &"*
0/
,"
1*)｡
 仲裁法第.条 (近藤明昭他著 『仲裁法コメンタール』 －頁 (商事法務, .年))；
/2,(国際商事仲裁模範法第条｡
その点若干, 商事仲裁の方が当事者にとって利便性が高いといえる｡ ただし
同一言語・単語でも, 法律用語の概念の相違や翻訳の点で, 意思疎通の誤解
が生ずる可能性がある｡
元来は主権国内である法手続制度自体を, グローバル商取引における効率
的紛争処理の観点から統一を目標にする場合, 特に先進諸国の司法制度は文
化伝統等の歴史的かつ重畳的実体を表わしているため, 本体までの改革はグ
ローバル化が高度に進展した現代においても多大な困難が伴う｡

そのためグ
ローバルな訴訟制度を導入・構築するためには, 解決すべき問題の根幹が深
く, 高度に綿密かつ中長期的な視野で実施しなければならない｡ ただし仮に
そうした技術的および法運用面での諸問題を, 膨大な労力と費用をかけて実
現し制度として完成し定着した際, その達成される便益はどの程度のもので
あり, 最終的な費用対効果が大きいか否かの判断は, グローバルな商取引紛
争の拡大がどの程度実際に発生するか, 現行の国際民事訴訟制度や商事仲裁
制度の対応, 運営費用の低減程度という複数の連立した不確定要因を解く必
要がある｡ 各不確定要因がある程度予測できる範囲内に限定されれば, その全
体像の成否判断の精度が高まるが, 現段階ではまだしばらく時間がかかりそう
である｡ ただし具体案の検討・策定に着手する段階に来ていると考えている｡
具体的には, 国際商取引に限定した訴訟制度の構築という可能性が浮上す
る｡ しかしその前段階として, 次章において国際商事仲裁の利点を再度検討
し, そこから導かれた利点・欠点を含め, 統合した制度構築の考察を深めて
いきたい｡
. 国際商事仲裁の再検討
１. 商事仲裁と 
商学的観点からの判断基準は中長期的な費用対効果の極大化に尽きるため,
元来各国の国内司法制度について提案や依頼をする立場にはなく, いわゆる
( )
 	 

市場原理により各国制度の比較検討を通して, 最も効率的合理的な制度へ自
然と収束される｡ 元来, 商取引は中長期的な観点からグローバルに行われる
ため, 選択される側である各国司法制度においても, 各国が自発的に効率的
な司法サービスの提供という点から, 司法制度の検討・構築へ取り組むイン
センティヴが本質的に存在している｡
商取引紛争における国際民事訴訟には, 前章にある通り多大な解決すべき
問題があり, 具体的には裁判管轄, 準拠法, 訴訟競合, 民事手続, 外国判決
の承認・執行等がある｡

本稿の視座である商学的観点からすると, 各国法制
度の詳細な比較検討自体は目的ではなく, 各国における現存する司法制度を
その運用面から比較考量し, その完成度を評価し選択することが目的である｡
民商事紛争の解決制度の代表的なものとして訴訟があるが, 歴史的には調
停制度の方がはるかに古くから存在し,

古代ギリシャ紀元前世紀頃には私
的仲裁があり,

アテネでは紀元前年に商事紛争の仲裁制度の記録がある｡

第二次世界大戦後はブレトンウッズ体制の全面的な自由貿易制度の支持に
より世界的貿易量が飛躍的に増大した｡ それにより経済的豊かさの享受とと
もに自由民権意識が拡大し, 特にアメリカでは国内の民事訴訟の爆発的増加
により, 従来の年連邦民事訴訟規則にある ｢対決型トライアル (	

) ｣ では紛争の量的対応が不可能となり, 訴訟に代替す
る制度としての ｢代替的紛争処理制度 (

)｣ が年パウンド会議以後に急速に普及した｡

その後世界的に, 訴
訟に代替する制度として という文言・制度が拡大している｡
( )
 安達栄司 ｢国際民事訴訟｣ 須網隆夫・道垣内正人編 『国際ビジネスと法』 (ビジ
ネス法務体系Ⅳ, 日本評論社, 年)｡
  ! "# $	
	
(%&$)'
 岩崎一生 ｢国際取引と訴訟外紛争処理制度米国におけるの動向とその影響[上]｣ 国際
商事法務第巻号頁 (年月)｡
 () *'*+$,'$ (		'$%&$
)'仲裁制度の歴史については, 森井清 『国際商事仲裁』 頁 (東洋経済新報社, 
年) に詳しい｡
 詳細については, 拙著 ｢国際商取引における代替紛争処理制度｣ 商学論集第巻２号 (同志
社大学大学院, 年３月) 参照｡
これら経緯から元来, は商事紛争ではなく, アメリカ国内の民事紛
争処理制度, 特に個人間の権利主張の制度として発展してきたものであり,
並行して戦後の自由貿易体制による国際間の商取引が増加したため, 包括し
た 制度が現存している, との理解が正しいであろう｡ そのため, 
年代の民事紛争の爆発的増加により体系的な訴訟外紛争処理制度として
制度が整備され, その後年代後半の商取引のグローバル化の急進
展により, 従来型の制度が利用されたが, むしろ商事仲裁制度として
は, 手続的な厳格性が欠如していたため, 逆に期待する程度の機能を達成す
ることが困難な事例が増加しつつあり, 近年の商事仲裁における ｢商事仲裁
の訴訟手続化｣ 現象が顕在化している, といえるであろう｡ こうした大きな
潮流を認識しつつ以下, 具体的な商事仲裁制度の特徴について再検討する｡
２. 商事仲裁制度の各要因
商事仲裁は訴訟と同等の強制力が担保されているため, 商取引紛争の解決
制度として古くから利用されており, 実証調査研究等においても高い割合で
国際商事仲裁制度の利用実態がみられる｡
	
その特徴として大きく五つあり,
第一に商事仲裁裁定の国際的効力が条約により担保されていること, 第二に
中立性が確保しやすいこと, 第三に手続が柔軟であること, 第四に一審性の
制度, 第五に審議の非公開, 等があげられる｡


これらの点について国際民事
( )	
	 例えば, ほとんどの()国際契約には仲裁条項が存在し, 特定分野の大規模な国際商取
引契約においては約％仲裁条項がある, という (	
	
 

 
	
	
 
 	 )｡ 同様の論文に !"#	

	 	!	
$%&() がある｡ 一方
反対に, 国際契約の％程度しか仲裁条項を含んでいない, とする実証調査研究もある
(!'()*+", -.)/ (), ')	"##

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$#%"		
	#
&		#

	$.)0'&    ( ))｡ 後者の研究は消費者と企業の契約書も
含まれているため, 仲裁の割合が低いと解釈できる｡ 通常商事仲裁は, 両当事者が企業である
ことを前提に仲裁合意に基づき行われるため, 対消費者取引の場合, 仲裁合意の存在自体が紛
争の対象になるため, 当初から紛争解決手段として訴訟を選択している契約書が多いという事
情がある｡ それゆえ企業間取引においては, 商事仲裁手続が高い割合で普及している, と解釈
して問題ないであろう

 中村達也, 前掲注５, 第４章｡
訴訟よりも商事仲裁の方が, 本当に効率的合理性があるのかについて再検討
していきたい｡
まず第一の点の根拠として, 仲裁合意の効力, および外国仲裁判断の承認・
執行の要件を定めている ｢年ニューヨーク条約｣ の

締約国は現在, 全て
の先進国を含むか国以上あるため, 実質的な効力はかなり高い｡

一方,
訴訟の場合, 一国の裁判所判決について, 主権外の外国でその承認・執行を
担保する条約はなく, 執行を求める各主権国家の民事訴訟法の規定に従うこ
とになる｡ ただし管轄については年６月に開催されたハーグ国際私法会
議第	会期において, ｢管轄合意に関する条約 (



)｣ が

採択されている｡ ただし商学的な見地からの条約
の意義は, 数量的な拡大が必要条件であり, 商学的な有用水準とは, 条約の
質的レベルと同様ないしはそれ以上に, 条約が発効し, さらに採択国が国際
商取引の大多数を占め現実的な費用対効果がプラスになることが必要条件で
あり, そのプラスが大きくなり程加速度的にその重要性は高まる, という本
質である｡ そうした観点から現時点では, 同条約の商学的有用性は低い｡ 有
意義な段階まで同条約が質量ともに必要十分な条件を満たすことは, これま
でのプロセスからすると, かなり困難であるという印象であるが, 今後は条
約内容自体および締約国の拡大の両者について期待される｡ ただ現状から判
断する限り, 今後数十年程度は判決・裁定の承認・執行の効力については,
商事仲裁の優位性は継続するであろう｡
次いで第二および第三の点については, 訴訟では特定国の法廷地の判事が
( )
 
 !(外国
仲裁判断の承認及び執行に関する条約・昭和"年条約第号)｡
 中村達也, 前掲注５, 	－頁｡ 同条約の他にも同様の条約は複数あるが, 同条約が手続
面での要件が厳格でなく, 締約国も最大であるため, 質量共に実質上最も有効なものとされる｡
 詳細は, 道垣内正人編 『ハーグ国際裁判管轄条約』 (商事法務, 	年) 参照｡ これは同条
約に収束したが, そのプロセスは国際商取引に関する規則策定において今後の貴重な教訓であ
る｡ 当該プロセスは国際商取引におけるハードローとしての 
#$%, ソフトローとしての
&'#()#*国際商事契約原則を想起し, 大変感慨深い｡ ただし一方では一国内でも困難であ
ることを, 国際間で果たして達成可能であるのか, という素朴な疑問を抱いてしまう｡
審議するためやや自国企業有利という懸念を払拭し難いが, 一方仲裁では両
当事者の合意により仲裁人が選任されるため, 第三国人を選任することによ
り中立性が期待できるという｡ また柔軟な手続きは当事者の言語や証拠承認
手続きも当事者の意向を確認しながら柔軟に進めることができ, 効率的であ
る, という｡ しかしこれらの点につき逆説的には, 仲裁人は時間単位の報酬
を得て活動するため, 短期間に妥協的な内容でまとめ, 事案の数をこなす,
という行動も予想でき, また当該事案だけではなく, 将来にわたる商事仲裁
事案における選任を考慮すると, 仲裁人の立場としては当事者の対立的裁定
は好ましくなく, 両当事者が仲裁人に悪い印象を持たないよう, 手続的厳格
性を堅持するのではなくむしろ, 実質的に妥協できる限度でまとめようとす
る性質がある, という｡

そのため論理的整合性が高い当事者にとって, 訴訟
であれば勝つ可能性が極めて高い場合であっても, 仲裁であれば過度に妥協
的内容になる可能性があり,

それゆえ訴訟よりも仲裁の方が, 結果について
予測が難しい面がある, という｡

仲裁も各機関の仲裁規則に基づいて進めら
れるため, 柔軟性についても限度があるが, 一方で仲裁に法が欠如している
点が最大の欠点である,

手続の柔軟性の程度が利点でありかつ欠点にも十分
になりうる, という指摘がある｡ 究極には, どの程度の柔軟性が個々の事例
において最適であるか, という個々の事例ごとに判断せざるを得ない, とい
うことになり, その運営主体を主権国家の訴訟制度か, 商事仲裁制度かとい
( )
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う具体的選択になる｡
また, 第四の一審制について, 控訴や上告という制度がないため短期間で
の解決になり, 紛争解決費用の軽減になるという見解についても, 上記のよ
うに手続の柔軟性が仲裁裁定という結果の予見を困難にするため, 結局は高
コスト構造になる, という｡

仲裁当事者としての経験をもつ当事者への実証
調査研究によると, ｢仲裁が訴訟よりも安価である｣ と考える割合は％,
逆に ｢仲裁は訴訟より安価ではない｣ は％であり,

仲裁が概して訴訟より
安価である, と短絡的に判断することはできない｡
また商取引において迅速性は重要な要因であるが, この ｢迅速な審理｣ に
ついては, ｢訴訟より迅速｣ と考える当事者は％であり, 逆に ｢迅速でな
い｣ は％とあり,

迅速性においては, 仲裁への評価がうかがわれる｡ また
複雑な商取引に関する仲裁では, 訴訟と同様の形式的審議が重視されるため,
近年の商事仲裁は訴訟手続化 (	

) の傾向が著しく,

仲裁が訴訟手続化を推進すればするほど, 運営費用は増加する, という｡

こ
うした傾向を逆手にとり, 専門分野に精通した国際的な商取引を扱う部門を
裁判所に設置する, という提案もある｡

ただし制度として設置するためには,
裁判所の費用対効果を中長期的観点から判断する必要があり, 需要予測が難
しく, 現実には困難が大きいであろう｡ そのため, 先駆的試み (パイロット
事業) として試験的に開始し, 試行錯誤して最終判断することも考えられる｡
第五の審議過程の非公開という点について, 訴訟であれば一般公開の法廷
において具体的な取引内容を詳細に弁論しなければならず, 契約の内容自体
が詳細に公開されることになるため, 企業秘密に属さない一般的営業項目で
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ある相手企業名, 品目, 取引価格, 決済条件, 過去の取引経緯等, ライバル
企業にとって新規開拓や再交渉の点で重要な情報が一般に公開されるリスク
は想像以上に大きい｡ また紛争の存在自体が公に認知されることのマイナス
も大きい｡ さらに企業秘密に属する内容についても, 要求されれば公開の法
廷で開示しなければならず, マイナスが大きい｡ 一方仲裁であれば審議が非
公開であるため, そうしたリスクはない｡

以上から公開の法廷で行う利点は企業活動の観点から限りなくゼロに近く,
それゆえ商取引では仲裁が好まれる｡ 特に高度な技術に関するもの, 特許等
の私的財産権に属する取引においては, 紛争解決よりも秘密保持の方が優先
する場合も多々考えられる｡ そのため, 仲裁の ｢非公開性｣ については, 圧
倒的に訴訟よりも仲裁の利点が遥かに大きいと判断できる｡
３. 仲裁制度の利点
以上から, 仲裁制度の明確な利点として二点が導かれる｡ 第一に, 仲裁裁
定の承認・執行の担保性, 第二に, 審議過程の非公開性である｡ この点につ
いては, 商事仲裁の優位性は揺るがないであろう｡ 手続きの柔軟性や仲裁人
選定の中立性については, 運用によっては利点にもなり, また欠点にもなる
性質のものである｡ これら商事仲裁の利点を認識し, 次章において, 国際的
な民事訴訟制度の構築において, どのようにして制度を採用するかについて
検討していきたい｡
. 超国家的訴訟制度の検討
１. 民事訴訟制度の問題
まず第２章で検討した訴訟制度の諸問題につき, 商学的見地から検討する｡
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訴訟制度における改善を要する具体点としては, 次のことがあげられる｡

第一に, 両当事者による取引地域外 (	
) 法廷地選択につ
いての合意 (当事者による管轄合意) は, 選定された法廷および選定されな
かった法廷の両者において尊重されるような制度を整備する必要がある｡ 第
二に, 当該法廷地での判決が外国においても確実に執行されることを担保す
る制度の存在である｡

特にこの点については, 商取引紛争における処理手続
きの根幹であり, 仲裁のニューヨーク条約と比較して劣勢にある点は否めな
い｡ ハーグ管轄合意条約の採択プロセスにみられるように,

実現に向けての
多大な努力は高く評価されるべきものであるが, 法廷地での判決は, 商取引
履行地 (財産所在地) においても迅速に執行されるような, 条約形態の主権
国家レベルの協力体制を整備する必要があり, 例えばハーグ国際管轄権条約
(年管轄権条約) の充実拡大により軽減・解消される可能性が若干ある｡
第三に, 外国の訴訟において, 当事者が物理的に法廷地へ出かける負担を軽
減すること｡ 現時点では当事者 (代理人含む) が物理的に出廷する必要があ
るが, この点近年の技術およびネットワーク網の発展により, テレビ電
話やネット会議という手段があり, 既にアメリカを含むいくつかの国が検討
しはじめている｡ ただし法手続きとして導入するためには, 技術の発展
だけではなく, むしろ各国の手続法の改訂, 法廷における機器整備, 各国と
の連携等の多大な問題があり, 現段階では困難であるが, 将来的には実現可
能性が高い｡ また第四に, 法廷地国での弁論には本国以外の訴訟と比較して
別途費用がかかるため, 可能な限り本国と同レベル, もしくは司法サービスの
競争による低減化も含め, 費用対効果が高くなる制度構築を図るべきである｡
各国の訴訟制度は国内制度として個々に発展してきたため元来, 社会の成
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熟・安定度を重畳的に反映した制度であり, 従来は対象が国内に限定されて
いたため, 独占状態で競争が乏しく, それゆえ変革の契機がなく改善が困難
であった｡ 一方近年の商取引のグローバル化が進展すると, 商取引の競争が
グローバルに行われ, 付随して司法制度もグローバルな競争に適合するよう
な制度の再構築が求められつつある｡ 司法制度もその本質は ｢司法サービス
の提供｣ にあり, グローバル競争下においては費用対効果を極大化するよう
動機づけられ, 従来とは大きく状況が変化しつつある｡ 商取引のグローバル
化により, 司法改革の必要性が世界的に拡大しつつあると言えるであろう｡
しかし, 司法制度という主権との関係が深い分野において, どの程度実現
が可能であろうか｡ 国内的な事案の場合には, 各国の司法制度は, 風習や習
俗の延長が慣習となり立法化されている面があるため, 統一化が困難である
が, 唯一, 商取引であれば, 両者の実利的な動機により自由意思に基づく取
引 (交換) であるため, 当事者の中長期的な利害関係のみで効率的な制度を
利用する, という行動は合理性を持つ｡ ただし司法制度にどの程度まで反映
させることができるのか, という大きな課題が残る｡
国内の法手続きを含む制度の構築は理論的には可能であるが, 膨大な時間
や労力がかり, 中長期的にも不確定要因が多いため, 必ずしも効率的である
とはいえない｡ そのため, 純粋な国内事案とは切り離し, 国際間における商
取引のみを対象とした, 主権国家を超えた (	
) 制度構築の構
想が導かれる｡ 次に具体的な制度について考察する｡
２. 超国家的な訴訟制度の検討
｢仲裁の訴訟手続化｣ 現象を筆者なりに解析すると, 商取引紛争を解決す
る際, 従来からの慣習である仲裁条項により企業間の商事仲裁手続きに付託
するが, グローバル化の進展により高度かつ複雑な取引内容が増え, そうし
た複雑性を論理的に解きほぐす制度として従来の柔軟性を利点とする商事仲
裁手続きでは若干荒く非論理的であり, 客観的にも十分に当事者の要求に応
( )
じ切れていない状況になりつつある｡ それゆえ近年の商事仲裁における手続
的厳格性を導入することにより, 商事仲裁制度を微調整し維持している, と映
る｡
つまりグローバル化の進展により商取引内容が高度化・複雑化し, 従来の
商事仲裁で対応可能な事例の割合が相対的に低下し, 商取引紛争では本質的
に厳格な手続き面の重要性が高まっている, それゆえ企業間の ｢仲裁の訴訟
手続化｣ 現象が顕在化していると考えられる｡
そうした現象から訴訟と仲裁の垣根が低くなりつつあり, 商取引のグロー
バル化により両者が接近しつつある状況が生じているといえるだろう｡ そう
した潮流から, 仲裁と訴訟の両者の利点を中心に制度構築を検討し, さらに
は超国家的な司法制度の構築が想定される｡ 例えばであれば, 加盟国間
の商取引について各国の法制度を超越した組織の設置も実現する可能性があ
ると考えている｡ ただし制度の構築は多分に政治的要素という不確定要因が
大きいため, 予想が難しい｡ 制度構築は一国の主権国家内でも多くの問題が
あり, かつ優先順位も高くないため難しく, 主権国家を超えた形でどの程度
妥協しつつ実現させるのは容易ではない｡
３. 商取引規則の統一
制度構築は多分に政治的要因が大きいため, その実現の可能性は予想が困
難であるが, 一方, 国際間にまたがって行われる商取引における実体法とし
ての規則の統一化はある程度進展している｡ ハードロー () とし
て	
は年成立, 年発効, 現時点で先進主要国はイギリスを除き
カ国が批准・加入し, 事実上国際商取引における規則として利用され, 研
究論文や判例も集積されつつある｡ またハードローとしての本質的限界から,
いわゆるソフトロー () として 

国際商事契約原則が
年に公表, 年後の年に拡充され, 	
を補完する民商法の幅広
い  として利用されており, 国際訴訟や仲裁における法源とし
( )
ての利用が徐々に拡大しつつある｡ こうした超国家的な規則は, 商取引のグ
ローバル化と歩調を一にして拡大しつつある｡ 現在ではこうした実体法規則
を実際に適用・解釈しているのは各国の常設仲裁機関や裁判所であるが, 商
取引のグローバル化がさらに加速することが予想される将来において, 現在
の体制で十分な運用が可能か否かの判断は難しい｡
. おわりに
本稿では, 商取引のグローバル化の進展において, 効率的な紛争解決制度
の構築について検討した｡ 導かれる結論は次の通りである｡
第一に, 国際的な商取引紛争を処理する代表的な制度として, 国際商事仲
裁と国際民事訴訟があり, グローバル化の拡大によりその勢力図が大きく変
化しつつある｡ 企業間取引である国際商取引は従来, 相対的に少数であった
ため, 商事仲裁により処理されることが一般的であり, 現実に契約書の裏面
において仲裁条項が存在し, 仲裁制度により解決する事例が比較的多かった｡
しかし商取引のグローバル化が加速することにより, 商取引が高度化・複雑
化する傾向にある｡ そうした事案においては従来型の商事仲裁で対応可能な
場合もあるが, 一方で対応不可能な事例も増加しつつある｡
第二に, 従来型の国際商事仲裁は, 国際民事訴訟と比較し一般的に, 判決・
執行の優位, 手続の柔軟性, 一審制による迅速性, 費用の安価等の利点があ
るとされていたが, グローバル化による量的拡大のため, その質的専門性が
厳しく問われるようになり, 従来の丼ぶり勘定的妥協型の商事仲裁では合理
的な説明が難しい事例が増大し, 事例によっては限界にさしかかりつつある｡
そうした事例では論理整合性に基づく客観性の高い判断が求められ, 訴訟に
おける手続重視の手法が商事仲裁でも導入され, その結果 ｢商事仲裁の訴訟
手続化｣ 現象が顕著な傾向としてみられる｡
第三に, こうした ｢商事仲裁の訴訟手続化｣ 現象は, 仲裁と訴訟の根本的
( )
な存在意義について再考を促す契機となり, 国際民事訴訟と国際商事仲裁の
詳細な比較検討を動機づける｡ 国際民事訴訟の再検討では, 判決の承認・執
行の問題について, 年管轄権条約, 技術の進展・普及により若干の
前進がみられるが, 逆にそのプロセスを分析してみると国家主権に関する複
雑かつ大きな問題が顕著になるため, 容易でないことが導かれた｡ 一方国際
商事仲裁の再検討では, 実証調査研究等から, 従来優位性を保持していた項
目が大きく揺らいでおり, 特に従来はプラスに評価されていた ｢手続の柔軟
性｣ が逆にマイナス評価へと事例によっては正反対に転換しつつあり, 従来
の利点とされていた ｢妥協的な裁定｣ の限界が露呈しつつある｡ その結果と
して, 訴訟と同様の厳格な手続が要求される事例が増加している現状が導か
れた｡
第四に, 両制度の検討の結果, 国際訴訟では ｢厳格な手続｣, 商事仲裁で
は ｢執行・承認の担保｣, ｢非公開性｣ という点にそれぞれ絶対的優位性があ
ることが導かれた｡ 従来の国際商事仲裁制度も同様に維持しつつ, 近年の商
事仲裁の傾向から手続重視の国際民事訴訟に制度の軸足をおきつつ, 商取引
のグローバル化という現実に幅広く対応できるよう, 訴訟制度に軸足を置き
つつ商事仲裁の利点を最大限に採用した制度を具体的に構築する段階にある
だろう｡
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